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I.序

刑罰による一般予防についての実証的・経験的研究は，その重要性に

もかかわらず， 日木においては殆んど行われていない.本稿の目的は，

アメリカにおける， 刑罰による一般抑止 generaldeterren告について

の実証的・経験的研究を，主として経済学的研究に焦点をあてて紹介し

評価しようとするものである.さらに，本稿では，その前提として，第
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1に，アメリカにおいて一般抑止についての実証的・経験的研究が発展

してきた政治的・社会的背景を述べる.第 2に¥，、かなる内在的及び外

在的な理由によって経済学が刑罰による一般抑止の領域を研究対象にす

るようになったのか，更により広く犯罪の領域一般を研究対象にするよ

うになったのか，を述べる.従って木稿は，第 1に日本における一般予

防についての実証的・経験的研究の出発点として有意義であるし，第2

に， 日本における刑事法の分野の，法と経済研究の出発点としても有意

義であると思う.

刑罰が犯罪を抑止するのか，という問題は刑事法学の分野において最

も大きな問題の 1つであり，歴史的に種々論じられてきた.そして，プ

メリカにおける抑止研究の論文では，刑罰による抑止の問題を初めて体

系的に論じた学者として，通常ベンタム Benthamの名(彼の“Principles

of Penal Law，" in The Works qf Jeremy Bentham， Vol. 1 (Bowring 

Edition， 1843))があげられている(例えば， Zimring， 1971: 3; Nagin， 

1978: 95; Zimring and Hawkins， 1973: 75; Waldo and Chiricos， 

1975: 340 (original 1凹97耽 Cαhar宜m叫n油1巾bl瓜 1969:388 (original巧5))

しかしこの問題に対する実証的・経験的研究は，アメリカにおいても

長い間行われてこなかった(アンデナエス， 1978: (上)3; Waldo and 

Chiricos， 1975: 340; Tittle， 1973: 85; Nagin， 1978: 95; Zimring， 

1971: 10-12). ところが， アメリカにおいては， 60年代後半から急速に

抑止の問題についての実証的・経験的研究が行われるようになる.抽象

的に言えば，問題の重要性が認識されていたにもかかわらず， 7fJ)罰に抑

止力が存在することを示す証拠が 60年代中半以前には存在していなか

ったことがその後の多数の実証的・経験的研究を生ぜしめる原動力とな

ったので、ある (Nagin，1978: 95)が，この抽象的な理由の背後には，こ

の種の研究を生ぜ、しめたアメリカに同有な政治的・社会的状況がある.

次にこの点について述べよう.

ここ 20年来，犯罪の国アメリカというイメージは広く行きわたって

いるところであろう(アメリカの犯罪の現況についての紹介の例として，
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上原 (1980，81);立山 (1978)). 実際アメリカでは 1960年代以降犯罪が

増大し，減る気配をみせていない. すなわち， 犯罪率(人口 10万あた

りの犯罪件数)は，暴力犯については， 60年に 160であったものが65年

には 198，70年には 361，75年には 482，79年には 535と大幅に増加

し，財高容についても同様に大帆増加してし;3さらに，すべての指

標犯罪について，一時期を除き，犯罪率は一貫して上昇しているのであ

る.このような 60年代から 70年代にかけての犯罪の増大は，犯罪の抑

止の問題を一貫して大きな政治問題の 1つにした.そして，犯罪の問題

が，連邦政府がとりくむべき大きな政治課題の 1つになったのは直接的

には 1964年の大統領選挙にさかのぼる.その大統領選挙において，共和

党の正副大統領候補であったゴールドウォーター Goldwaterとウォー

レス Wallaceは， 公民権運動の高揚と上昇する犯罪率に対して， 犯罪

の問題を選挙のキャンベーンでとりあげ法と秩序」という標語で犯

罪に対するジョンソン大統領の寛容を攻撃した (Feeleyand Sarat， 

1980: 34). 結果的には周知のようにゴールドウォーターとウォーレスは

選挙に破れたが，この動きは厳格な法執行をもとめる圧力団底を勢いづ

け，ジョンソン大統領は連邦政府をあげて犯罪問題に対処せざるを得な

くなったのである (Feeleyand Sarat， 1980: 35). そのような中で，

1965年には法執行と司法に関する大統領諮問委員会 President'sCom-

mission on Law Enforcement and Administration of Justiceが発

足した (Fe巴leyand Sarat， 1980: 36-37). 委員会の活動は，抑止研究

の組織化と研究者の動員に大きな力となったが，この問題は犯罪学の分

野への経済学の進出の問題と深く関連するので次章で述べる.

さらに連邦政府は 1965年に， 法執行の改善のための補助金を創設し

た.そして，抑止研究との関連では， 1970年以降，連邦が政策実験 policy

experimentに補助金を支出するようになる (Zimring，1978: 141). 秒;IJ

えば， 犯罪問題をかかえる連邦の 8都市を選んで 1972年から行われた

効果的犯罪対策計阿 TheHigh-Impact Anti-Crime Programでは，

16億ドルの連邦の補助金が使われている (Zimring，1978: 144). 又，
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ニューヨーク州において1973年に施行されたロックフエラー麻薬取締法

The Rockefeller Drug Lawの評価にも， 連邦の補助金が支出されて

いる (Zimring，1978: 157， 143). 

そして，このような連邦の補助金の支出は，先に述べたように連邦自

体の犯罪とその抑止の問題に対する関心の強さを示しているが，さらに

重要なことは，政策実験は法執行の方法の変更に伴うその評価であるか

ら，政策実験が行われたということ自体，犯罪とその抑止に対する政策

当局の強い問題関心を示しているということである.

犯罪と刑罰によるその抑止の論争を更にエスカレー「させたのが，

1972年の死刑に対する連邦最高裁判所の違憲判決である (Furmanvs. 

Georgiaなど). この判決をめぐる論争は，死刑の抑止力， ひいては刑

罰の抑止力の問題を社会的問題関心のまっただ中に置くことになったの

である.

従って，刑罰は犯罪を抑止するのかという問題については，個々の社

会学者，犯罪学者が関心をもち，個々的に多数の研究を行ってきたので

はない.連邦政府それ自体が，さらに他の各種公的・私的団体も刑罰の

抑止力の問題に強い関心をもち，従って研究資金の面でも研究者の動員

の面でもかなり組織的に研究が行われたので、ある.

11. 経済学の侵略

60年代後半の抑止研究の主たる担い手は社会学者であったお，すでに

その頃から経済学者による犯罪の経済学的研究がおこり， 70年代に入る

と，刑罰による抑止の領域においても経済学的研ー究が生じてくる.

ここでは，いかなる理由で抑止研究に経済学が進出してきたのかとい

う問題を学問内在的なそれと学問外在的なそれに分けて考察する.前者

は，経済学のいかなる学問内在的な理由によって，経済学が犯罪の問題

を扱うようになり，その中でも抑止の問題が中心的な問題の 1つとなっ

ていったのかとし寸問題であり，後者は連邦政府による，犯罪統制政策

crime con trol policyへの経済学者の動員の問題である.以上の 2つの
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問題はそれぞれ経済学者の犯罪研究が Becker(1968)と，前述の犯罪に

関する諮問委員会 CrimeCommissionの組織化にさかのぼることがで

きるとされている (Andreanoand Siegfried (eds.)， 1980: Editor's 

lntroduction)ことに対応している. ここで、は前章で、述べた， 抑止研究

の社会的背景と関連のある後者の問題を先に取り扱う.

1.連邦政府の動員

アメリカにおいては，費用・有効度分析 Cost-E任ectivenessAnalysis及

びそれと関連する予算策定方式である PPBSPlanning-Programming-

Budgeting Systemが 1960年代に国防総省に始まり，やがて他の連邦機

関及び多くの州・自治体に広がった (Grizzleand Witte， 1980: 279; I.Li 

川， 1981: 195-196). それは犯罪統制政策の分肝においても例外ではな
(24)(25) 

い.それ故，連邦政府が費用・有効度分析的考え方で犯罪に対処しよ

うとしたことは，経済学者やオベレーションズ・リサーチの専門家を
(26) 

抑止研究に動員することに大きな要因となったので、ある.実際，多くの

経済学者が前述の犯罪に関する諮問委員会の特別部会の報告書作成のメ

ンバーとして動員された. そして， その諮問委員会は初めて犯罪の経

済的な影響の程度を測定しようとしたものだと言われ (Andreanoand 

Siegfried (eds.)， 1980: Editor's lntroduction :ぷ，そこでは社会全体の，

及び刑事司法システム(警察，矯正，検察，弁護，裁判所)の犯罪のコス

ト及びその増加が問題とされている(president'sCommission on Law 

Enforcement and the Administration of Justice， 1967: 31-35.なお，

263-265では刑事司法のシステム分析が行われている).つまり，結論的

に述べれば，犯罪のコスト及び犯罪統制のための最適な資源配分が問題

となる限り，経済学者が動員されたのは当然のなり行きである.

ところで，前段で述べた，連邦政府の側からする経済学者の動員を経

済学者の側から見れば次のように言えるであろう.すなわち彼らは政策

志向であり，向らが持っている科学的方法，つまり社会学・犯罪学に対

する経済学の方法論J二・技法上の優越性を武器に，自分達を政策当局に

売り込むことに成功したということである.
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2. 経済学内在的理由

経済学を希少な資源の配分についての学問，あるいは，個人の選択の

最適化を扱う学問 (Rottenberg，1973: 1-2)，又は競合する目的を満足さ

せる希少な手段の配分の学問 (Becker，1976: 3-4)であるとま理解すれば，

経済学を他の学問と区別するのは対象ではなく方法であるということに

なる (Becker，1976 : 5). 

そこでは人聞は自己の効用函数を最大にするように行動すると仮定さ

れる.そして，この合理的選択の仮定を経済学の原理と考えるならば，

この原理は，他のあらゆる学問領域に適用可能であり，それは行動理論

の合理的選択モデルとよばれるべきである.そしてこの合理的選択モデ
(33)(34) 

ルが対象とすべき 1つの領域として法があり，犯罪があるということに

なる.そのような意味で，犯罪学への経済学的アプローチは結局経済学

帝国主義の 1つのあらわれというべき可会(ゑ

そしてここで、述べた犯罪の経済学的研究の立場に立てば，犯罪者は合

理的に選択し，危険が存在する行動 riskyactivityに従事したのだとさ

れる (Rottenberg，1973 : 3). つまり，ここでは犯罪者の行動に合理的人

聞の仮定，例えば，行為者は確率的に期待できるところの自己の効用函

数を最大にするように行動する(ホモエコノミクスの仮定)とか， 行動

の選択肢は行為者にとって既知であり，それぞれの選択肢につき確率的

に期待できる効用もすべて既知であるという仮定(完全情報の仮定)を

おいているわけである(合理的人間の仮定については例えば平井 (1978: 

13)) このような前提のもとで彼らの主張は， 時に非常に単純であり，

時にそれまでの犯罪学者の，そして人々の常識に反するものである.例

えば，彼らは非常に単純に犯罪の頻度を減らすためには，犯罪のコスト

を高めることを勧告する (Rottenberg(edよ1973:Preface). さらに，

このような経済学的な前提に立っと，再犯率の高さに閲して一見奇妙な

結論が導かれることになる.つまりアメリカで、は常習犯の再犯率が高い.

これに対して普通の人々は「一度有罪とされたり刑務所に入ったら犯罪

が割に合わないことを知るはずである.それにもかかわらず犯罪を繰り
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返すのは犯罪者が非合理に行動しているからだJ と考える. これに対

して，経済学者にとっては「犯罪者はコストと利益の確率を知った上で、

犯罪を行ーった. 従って再び犯罪を行うのは当然である.J ということに

なり，再犯率の高さは刑罰に抑止効果があることと何ら矛盾しなくなる

のである (Rotte山 rg，1m:3;Klein，1973:131)

ところで犯罪の経済学は，そのリーディングスを見れば明らかなよう

に多方面にわたる.従って次に議論すべき問題は，犯罪の経済学の中で

一般抑止研究，特に計量経済学の同時推定法 simultaneousestima匂3
を用いた一般抑止研究がし、かなる理由でその大きな研究領域の 1つとな

っていったのかである.先に述べた Becker(1968)は，基本的には犯罪

のコストを問題にし，犯罪による社会的損失(損害・刑罰などのコスト)

を最小にするために，資源の配分に関する経済理論を用いている.従っ

てそこでは社会的損失を最小にするという法執行の最適解との関連で抑

止が問題となるにすぎない.抑止に焦点をあてた研究は Ehrlich(1973 

b) (実質的には 1970)に始まるのである 従ってここでは Ehrlich(1973 

b)を手がかりに犯罪の経済学のアイディア全体と，抑止の問題がいかに

内的に関連しているのかを探究していこう.

Ehrlich (1973 b)は「犯罪行動の包括的な決定モデ、ルを定式化しそれ

を利用可能な経験的証拠によってテストする試みがこの論文ではなされ

る.Jと述べ (Ehrlich，1973 b : 522)，彼の目的が犯罪行動の経済学的な

モデルの構成にとどまらず，それと計量経済学的なレベルでの実証，つ

まり現実のパラメータ推定とを統合するところにあることが示されてい

る.アーリックは，犯罪行動のそテ、ル構成において，刑罰のコストのみ

ではなく，合法的行動と非合法的行動の双方についてそのコストと利益

を問題にする(非合法的行動においては純益は逮捕されるかうまくやり

とげるかの条件づきで変化する).そして，アーリックは，犯罪者の行動

決定の問題を不確実性刊こおける資源、の最適配分の問題として表現する

ことにより，犯罪市場への最適な参加のモデルを展開しているのである

(Ehrlich， 1973 b: 522-529). そして彼は，この，モデノレとして構成され
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た犯罪行動函数を，集合的なレベルで展開し直す.そのことによって

初めて，犯罪行動函数は，既存の犯罪統計，経済統計ーなどの集合的デー

タに基づき，回帰分析 regressionanalysisを用いて計・量経済学的なレ

ベルでの実証が可能になる(それは犯罪供給函数とよばれる)(Ehrlich， 

1973 b : 534， 537-540). 

次に彼は逮捕の確率，犯罪行動の純益(それらはサンクションの確実

性と厳格性を表現しており， 犯罪供給函数の基本的な独立変数である)

は外生変数ではなく，逮捕などの法執行は，法執行にどの程度資源、が配

分されるのか(それは法執行の経費によって表現される)によって決定

され，又反対に，法執行への資源の配分は，犯罪率とそれによって生じ

た社会的損失に影響されると考える (Ehrlich，1973 b : 540). そして法執

行は法執行生産函数 productionfunction uf law enforcement activity 

として，法執行への資源、の配分は，法執行の需要函数 demandfunction 

として，犯罪供給函数と同様に実証 rjJíì~な回帰方程式として表現される.

そして法執行の生産，犯罪の供給，法決行の需要(法執行への資源の配

分)を表わす 3つの方程式は， 1つの方程式の従属変数が他の方程式の

独立変数となっているので同時方程式 simultaneousequationsとして

構成さあ，回帰分析が実行される (Ehrl犯人印刷:闘，附 et明)

ここで重要なことは，今述べたような忠考のプロセスは，経済学者に

とっては必然的なものである，ということである.つまり，犯罪行動の

モデ、ルを構成する時には，経済学のアナロジーから，彼らには犯罪市場

及び市場均衡というアイディアが生ずる.そうなれば，サンクションの

確実性と厳格性に関する変数は一般的にはii:iなる外生変数ではなく内生

変数でもあり得ることになり，彼らはそれらの変数を同時的なモデルで

捉える必要性を認識することになる.結局，結論的に言うと，アーリッ

クにおいては，効用最大化の仮定で、犯罪行動を捉えるという犯罪の経済

学の基本的アイディアと，同時推定法をjfJいた J 般抑止研究は犯罪の経

済学左いう全体的な枠組の中で内的に統合されており，後者は前者の必

然的な帰結であった.このように見てくれば抑止についての計量経済学
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的研究が犯罪の経済学の中心の 1つとなったことは，当然のことと言わ

ざるを得ない.その後，一般抑止研究は徐々に犯罪の経済学という全体

的な枠組を失い，計量経済学の技術的側面のみが強調されるようになる

のである.

最後に，犯罪の経済学の中で，抑止研究が中心的な位置を占めること

となった理由として学説史的なそれをあげなければならない.つまり，

既に述べたように経済学の基礎にある，人聞は自己の効用を最大にする

ように行動するという仮定と刑罰による抑止の考え方は，いずれも直接

的にはベンタムに遡るのである. この経済学と，刑罰による抑止の考え

方の思想的な近親性によって，経済学者は容易に抑止の分野に近づくこ

とができたので、ある.

このようにして，経済学者はそれ以前に社会学者・犯罪学者が行って

いた統~犯罪報告書，全国刑務所統計等の集合的なデータを用いる一般

抑止研究(それも一部の例外を除いては， Gibbs (1968)に始まるにすぎ

ないのだが)に，計量経済学的な手法を武器に大規模に進出してきたの

である.

lll. 一般抑止 GeneralDeterrenceの概念

この章は，今まで暖昧なままに用L、ていた抑止 deterrence及び，そ

の関連概念を明確にすることを目的とする.

抑止 deterrenceとL、う概念は，刑事司法の領域には限られない概念

であるが (Bがev巴ld，1980:xzi，英米系諸国では刑事司法の領域におい

て広く用いられてい(5)そして一般的に言えば，刑事司法において抑止

という言葉を用いる場合，広義で用いる場合と狭義で用いる場合がある.
(54) 

広義では抑止という言葉は犯罪に対して防止的な力を行使するものとい

う意味で用いら門会 そしてこの広い定義は次のような立場，すなわち

「一般抑止の概念はマクロなレベルないしは社会学的概念である法の遵

守本として表現することができる. (中略)そのような意味の一般抑止を

問題とすることは，法の遵守率を同じレベルの他の変数で説明するとい
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う方向に我々を導く. (中略)それによって心浬学的な変数を用いて一般

抑止を説明する際に生ずる混み入った問極を避けることができる.J 

(Bankston and Cramer， 1974: 253)とし、う立場から正当化される.つま

り，問題をマクロなレベルで、取り扱う限り，抑止の心理学的な過程を問

うことは意味がないのである.

次に抑止という言葉は，狭義においては，当該人のパースナリティの

内部においてではなく，パースナリティの外部において，犯罪を行った

場合に生じる，恐怖の対象となっている結果 fearedextrinsic cons巴-

quences of illegal actionによって犯罪がなされなかった場合にのみ用

いられる.つまり，個人のパースナリティの内部的理由によって犯罪が

なされなかった場合と，外部的理由によって犯罪がなされなかった場合

をはっきり分け，後者の場合のみを抑止とよぶのである.犯罪統制手段

を行使する法執行機関は通常狭義の抑止を念頭に置いている，という理

由で喝この狭義の抑止の焼念が支持される (BeyleVEld，m0172・

次に，以上の説明をわかり易く補足するために， Zimring (1971: 1)， 

Zimring and Hawkins (1973: 70)の例を参考にして，広義の抑止の概

念，及びその関連諸概念、について説明しよう. 彼らは r芝生内立入禁

止.違反者は罰金 100ドル.J とL寸掲示を例にあげて諸概念を説明する

だけで，一般的な説明をしているわけ』ではないが，それを解釈すれば次

のようになるであろう.脅し threatとは，ある行為を行ったならば，

例の場合で言えば芝生に立ち入ったならば，それを行った人々に対して

不快な結果，例の場合で言えば罰金 100ド'!--:を科することを知らせ，それ

によってその行為の量を減じようとする試みである.脅し機関 threat-

ening agencyとは不快な結果を人々に知らせ，それを実行する機関で

ある.脅されている行動 threatenedbehaviorとは， もしその行動を行

ったならば，行った人々に対して不快な結果が科せられる行動，例の場合

には芝生に入ることである.脅されている結果 threatenedconsequence 

とは，科される不快な結果，例の場合で言えば罰金 100ドルが科される

ことで、ある.更に，導効果 channeling"effeetとは脅しの存在のために
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社会の成員の行動に生じた一切の変化で、ある.抑止とはその下位概念で

あって，脅しが脅されている行動 threatenedbehaviorの頻度を減少せ

しめることによってその目的を達した場合にのみ抑止という言葉が朋い

られるのである.

次に，抑止の広い定義を採用した場合には，抑止はその心理的過程の差

異によっていくつかのタイプに分けられる.抑止の第1のタイプは，単純

抑止 simpledeterrence (直接抑止 dir巴ctdeterrence)で常 (Zimring，

1971: 3-5; Zimring and Hawkins， 1973: 75-77).そして単純抑止につい

てジムリングらは次のように述べている. ["このメカニズムは要するに

脅されている結果，つまり刑罰の不快さによって誘発され，それによっ

て心の変化を惹起し，脅しが犯罪を減少させるメカニズムである.犯罪

によって何られるかもしれない快が，法的脅しによって伝達された大き

な不快によって相殺されるのである.要するに，ある特定の時点におい

て，この犯罪とこの刑罰を比較するという非常に特定的なものである.

従って単純抑止は，完全に情報を知り完全に合理的な冷静な消費者のイ

メージに対応した抑止のメカニズムである. これに対して一部の学者

は， 超合理的な潜在的犯罪者のイメージを放棄しつつも， 不快を避け

るために犯罪を行わないという考えに理由があることを認めている.

又，他の学者は，苦しみと楽しみの素早い計算者 lighteningcalculator 

of pain and pleasureというイメージと不可分に結びついている単純抑

止の概念それ自体を完全に放棄している.J(Zimring， 1971: 3; Zimring 

and Hawkins， 1973 : 76). 

次にジムリングらは，広義の抑止の他のタイプとして，1.正邪の教え

子としての脅しと刑罰 2.習慣形成者としての脅しと刑罰 3.法に対す

る尊敬を生ぜ、しめるメカニズムとしての脅しと刑罰 4.法への同調の付

加的な理由としての刑罰による脅しの4つをあけPてLS)(Zimmg，四71:

4-6; Zimring and Hawkins， 1973・77-89). その各々の内容を説明する

ことは木稿の趣旨からはずれるので一切省略するが，結局，ジムリング

らが述べるように，刑罰の脅しが道徳性の発達と法に対する噂敬の発達
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に役割を演じているとするならば，刑罰の脅しと社会化の過程は緊密に

結びついているのであり，経験的研究において単純抑止の効果のみを他

から分離することは困難になるのである (Zimring，1971: 6; Zimring 

and Hawkins， 1973: 89). 

このように考えると，抑止を狭い意味で定義することにもそれなりの

利点があることは認めざるを得ないが，本稿では次に述べる理由によっ

て，広い意味での定義を採用する その理由は，第 1に，狭い意味の抑

止の定義を採用したとしても，単純抑止以外の，広義の抑止のメカニズ

ムと識別できないというこ(高，第 2に，刑罰の脅しと社会化が密接に結

びついているのであれば，そもそも抑止を狭い意味でのみ捉えることは

適当ではないということ，第 3に，本稿で主として取り扱う，集合的な

データを用いた抑止研究においては，抑止の社会的・心理的メカニズム

を問題にしない，ないしはすることができないということである.
(64) 

最後に， 抑止の， 本稿と関連のある重要な下位概念として， 全抑止

absolute deterrence及び限界抑止 marginaldeterrenceという概念を

説明しなければならない (Zimringand Hawkins， 1973: 72; Zimring， 

1971: 2). 抽象的に言えば，経済学における「限界」と L、う言葉から明
(65) 

らかなように，本来は限界抑止は全抑止の変化率である. しかし，ここ

では数学的に定式化されているわけではないので，よりゆるし脅しが

存在する場合と存在しない場合を比べてその抑止効果を問題にする場

合には， 全抑止という概念を用い， あるタイプの脅しと別のタイプの

脅しとの間でその抑止効果を比較する場合には， 限界抑止とし、う概念

怠怯ムヂ そして実際に問題となるのは主に限界抑止 marginaldeter-

renceである.従って限界抑止の概念は基本的に重要で、ある.

IV. 一般抑止研究の諸タイプ

一般抑止の研究方法には，以下に述べるように，統一犯罪報告書

Uniform Crime Reportなどの既存の統計資料を利用するものから，実

験室的な心理学的実験に至るまで様々なタイプのものが存在する.それ
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故，この章では一般抑止の研究方法にはどのようなタイプのものがある

のかについての図式的な概観を行う.

一般抑止の研究方法による分類は，論者によって多少巣なるけれども，

本稿では次のように分類しよう.

1. 集合的データによる研究

(① 横断的 cross-sectional研究

② 時系列的 time-series研究
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3. 実験 experiment

4. 調査研究 survey

1.の集合的データによる研究は，資料として統一犯罪報告書 Uniform

Crim巴 Report，全国刑務所統計 NationalPrison Statisticsなどを用い，

犯罪率，収監率，刑期等々について，統計的な手法を用いて，①について

は，州聞の比較などの横断的比較，②については，時系列的比較を行う.

次に 2.の政策実験とは，刑罰に関する法執行の方法の変更の際に，あ

るいは政策当局と協力してそのような変更を作り出して，その変化を観

察する研究である.その中には，一方では単なる偶発的事態の観察とか，

リサーチ・デザインのまずさから実験群に対して統制群を全く欠く研究

のように，実験としてみた場合，ノ致命的に不完全な研究が存在するが，

他方では実験群と統制群がランダム割りあてで割りあてられるような完

全な実験に近い研究も存在する.そして政策実験は，木来の実験の代案

という意味で擬似実験ともよばれる (Grizzleand Witte， 1980: 259). 

3. 実験については，心理学における正直性 honesty研究の延長線上

にあるものなどが多く，刑罰による犯罪の抑止の研究にとって意味のあ

る研究は少ない.

4. 調査研究では，実験とは異なり条件の人為的統制は行われない.

そこでは被験者に対するインタヴューあるいは彼らの質問票に対する回

答結果から，被験者の知識・態度・経験などが調べられる.調査研究の
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中で一般抑止研究にとってもっとも有意味な研究は，自己申告犯罪 self-

reported crimi叫

v. 日本における既存の研究

一般抑止についての経験的な研究の重要性にもかかわらず，日本にお

いてはこの種の研究はごく少ない.

第 1に，外国の抑止研究を扱った 2次的文献として，藤本 (1978)は

アーリックその他の死刑の抑止力の研究を扱い，棚瀬 (1973)は，かなり

のスペースをさいて，アメリカにおける抑止研究のいくつか(統計的研究

として Gibbs(1968)， Tittle (1969)など，その他の研究として Schwartz

and Orlens (1970) (original 1967) など)に百及している(棚瀬， 1973: 

25-34) 又，細井 (1981)は，スウェーデンの，抑止についての政策実験

を紹介し，福永 (1981)は，犯罪統制研究の紹介の中で，かなり不完全で

はあるが抑止と関連すると思われる研究の概観を行っている.

第 2に，犯罪統計ーなどの統計資料を用し、た， 日本人研究者自身の実証

的研究は，おそらく刑事司法システムのアメリカとの差異が大きな理由

の 1つとなって，ほとんど行われていない.警察力及び警察活動の水準

が犯罪抑止にどの程度寄-与しているかを探究した屋町 (1976，77)，交通違

反に対する，警察活動の抑止力を問題にした塙 (1972)が存在するくらい

である.

第 3に，統計資料以外の子法を}甘いた研究について述べる.政策実験

ないし実験に属するものとして，村田・小林 (1972)は，赤灯を点滅しな

がら待機するパトロールカーの存在，及び制服警官の路端における監視

が車両の走行速度にいかに影響を及ぼすかを問題にし，小林・小山 (1975)

は，警察官の監視効果が横断歩行者の歩行にどう L、う影響を与えるかを

問題にした.純粋の実験室的実験については，刑罰iによる犯罪の抑止に

とって有意味な研究は存在しない. 調査研究については， 刑罰の確実

性，厳格性についての主観的な認知を扱った若干の研究が存在するにす

ぎない(例えば，太田 (1967);高橋 (1970;1977 a ; b) ;日橋・西村 (1975; 
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1976)).又，自己申告犯罪を抑止という観点から放った研究は存在しない.

第4に，一般抑止全体と関速する研究として，朴 (1979)はそのリサー

チ・デザインについて論じている.又，犯罪の経済学全体と関連する研

究として，刑罰の執行を公共財の供給とみて，刑罰を経済学の公共財の

理論に従って分析した山悶 (1978)がある.なお，敷田 (1980)は数学的な

定式化を行ってはいないが，アイディアとして刑務所の過剰収容の解決

という観点から，刑事司法過程全体の資源配分の最適化を論じている.

* 
司ミ

* * 
以下の章においては，アメリカにおける個々の一般抑止研究をとり扱

う.内容に入る前に，木稿がとり扱う研究の範囲について簡単に述べて

おきたい.

木稿の対象は，アメリカの研究であるが，英語圏のカナダ・イギリス

の研究を一部含お 木稿は，集合的データに基づく研究，それも 1960年

代の後半から始まる社会学者の研究とそれに対する批判として生じた

1970年代の経済学者の研究を主として取り扱うが，集合的データに基

づく研究のうち， Gibbs (1968)以前に散発的に行われていた研究，死刑

の抑止力についての研究，時系列データに基づく研究については一切ふ
(88) 

れない.なお，政策実験についてはその骨格がわかるようにふれ，実験

及び調査研究については集合的データに基づく研究の欠点を補うという

意味でふれる.

VI. 犯罪統計を用いた一般抑止研究 (1)一一ー非経済学的研究一一

1. その基本的特徴

この章では，主として犯罪学者の，非経済学的な諸研究を取り扱う.

彼らの一般抑止研究は 60年代後半以降急速に盛んになってきたが，そ

の犯罪学内部で、の背景について Tittle(1973)はおよそ次のように述べ

ている. I長い間，正統的な犯罪学者の見解によれば，刑罰は抑止効果

をあまり持っていないということになっていた.その根拠は次の 2つの

議論すなわち，第 uこ死刑が，それに次いで厳格な刑罰に比べて抑止力
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を何ら付加してはし、ないとし、う議論，第 2に，死刑と無期刑しか特別抑

止の効果を持たないと Lづ議論に基づいていた (Tittle，1973: 85-86). 

ところが， 60年代以降逸脱研究の関心が逸脱行動そのものから逸脱に対

する反応に移り (Tittle，1973: 87)，その結果，刑罰その他の刑事司法機関

の制裁を独立変数とする考え方が広まった.それ故，多数の人々が汗Ij罰

のもつ抑止力についての従前の解釈と仮定に疑問を持つようになり，死

刑と常宵犯行研究の再評価が行われるようになった (Tittle，1973: 87).J 

ここで直接的に言及されているのは死刑と再犯についてであるが，この

ような状況のもとで，刑罰と犯罪は無関係で‘あるとするそれまでの一般

的信念が批判を受けるようになり， 又 60年代に入って初めて犯罪統

計が整備されてきた.その結果， 60年代後半になって，1.序 で、述べた

一般的な歴史的背景とあいまって，犯罪学者の問で集合的データに基づ

く抑止研究が急速に生じてきたのである.

次に，個々の研究をとり扱う前に，それらの研究全体に共通な特徴，

前提について述べる.

それらの研究は，観察単位として異なった地域，異なった法的管轄区

域を用いる(多くは，チHが観察単位となる) (Blumst巴inet al. (eds.)， 

1978・20).研究の方法としては，まず各観察単位ごとに， F.B.1.の統一

犯罪報告書，司法省の全国刑務所統計などの集合的データを用いて，犯

罪率(ある年度の単位人口あたりの犯罪件数)と， 'fflj罰の厳格性と確実性

を表わすと考えられる何らかの変数の値を求める.次にそれらの刑罰に

関する変数と犯罪率との相関を探究するのである (Nagin，1978: 99). 刑

罰の確実性及ひ、厳格性を表わすと考えられる変数，すなわちサンクショ

ン変数 sanctionvariablesとしては次のようなものが用いられている.

(a) 刑罰の厳絡性

刑期の平均文はその中位数 median

(b) 刑罰の確実性

収監率 probabilityof imprisonment (報告された犯罪数に対

する刑務所収監者の割気)，
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あるいは

逮捕率(幸IA告された犯罪数に対する逮捕者数の割合)

さらに，刑罰の厳格性・確実性の他，警察の資源に関する様々な変数

(例えぽ，警官の人口比，単位人口当りの警察予算ーなど)が犯罪統制の独

立変数として用いられることがある.

そして，研究は多数にのぼるが，用いられた資料は限られている.全

国刑務所統計の 1960年版は，多くの研究にとってサンクジョン変数の

データのもととなっている(Blumsteinet al. (eds.)， 1978: 99). 研究の

技法としては，単純相関，回帰分析，クロス表，順位相関係数などが用

いられている.

結局のところ，経済学的研究も含めて集合的データを利用する研究は，

次のような前提に基づいているように思われる. r一般抑止は刑罰を受

けた個人のその効果に関心があるのではなく，広く人々一般に対する記

号的な効果に関心がある.一般抑止は，それ自身として，特定の個人と

結びついた効果というよりも社会の成員全体と関連した集合的な現象で

ある.従って，抑止は犯罪率と科されるサンクションの確実性・厳格性

との聞の負の相関としてのみ表わされるのだ.J (Nagin， 1978: 111) 

2. 個別的研究

この節では，この種の研究のきっかけとなった Gibbs(1968)， Tittle 

(1969)を扱い，さらにそれに続く研究を多少補足的に述べる.最後に特

色のある研究，次章以下で議論する問題と関連のある研究にふれること

とする.

(1) G幣(日68)

この研究では変数として各州ごとに次の 3つが用いられた.第 1の変

数は， 1960年に殺人で収監された収監者数を 59，60年に警察に知られた

殺人件数の平均で、割ったもの，つまり収監率であり，刑罰の確実性を表

わす. 第 2の変数は 60年 12月31日現在の殺人による収監者の刑期の

中位数 medianであり，刑罰の厳格性を表わす (Gibbs，1968: 521). 
(1加)(101)

第3の変数は殺人率，すなわち 59年から 61年までの人口 10万当りの
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刑罰による犯罪の抑止 (1) 

殺人件数の年平均である (Gibbs，1968: 522). 次に， このような数値を

州毎に表にしたのが表-1である.

まず手法としては，殺人率と収監率，牙IJ期との間で重相関を求めるこ

とが考えられるが，この場合明らかに正規分痛の仮定を満たさないので

(Gibbs， 1968: 523)， ここではが検定を用いている.第 1に，表-2で示

すように収監率の中位数で 48州を 2つに分け， さらに， 刑期の中位数

でも 48州を 2つに分ける. 以上の手続きでできた 4つのグループを横

表-1 殺人による収監の確実性・刑期の厳格性及び殺人率

州i

Maine 

New Hampshire 

Vermont 

Massachusetts 

Rhode Island 

Connecticut 

New York 

New Jersey 

Pennsylvania 

Ohio 

Indiana 

Illinois 

Michigan 

Wisconsin 

Minnesota 

lowa 

乱1issouri

North Dakota 

South Dakota 

Nebraska 

Kansas 

Delaware 

Maryland 

Virginia 

んによる刑期の(
厳格性(単位月) 1 

66.0 

81.0 

84.0 

60.6 

51.0 

53.2 

34.8 

44.0 

72.0 

53.3 

61.9 

64.0 

70.7 

51.0 

85.8 

84.0 

51.1 

132.0 

45.0 

32.5 

54.0 

40.8 

31.0 

53.5 

殺 人 率

5

5

8

4

0

3

1

6

6

2

0

8

1

3

1

1

1

6

9

5

5

9

8

6
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43.8 
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31.1 

47.9 

27.4 
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52.1 

51.3 
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58.3 
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州 |殺人によdlr|厳格性(
殺 人 率

(単位パーセント)

West Virginia 46.8 4.4 50.3 

North Carolina 29.8 9.2 68.2 

South Carolina 56.3 12.4 21.5 

Georgia 41.0 11.8 50.5 

Florida 29.5 10.1 37.8 

Kentucky 40.5 6.2 46.3 

Tennessee 45.8 7.8 38.8 

Alabama 40.4 12.9 35.7 

Mississippi 38.3 10.6 46.5 

Arkansas 91.0 9.3 43.8 

Louisiana 27.9 6.9 51.4 

Oklahoma 60.3 6.4 23.1 

Texas 46.0 8.8 24.7 

Montana 46.8 3.4 60.4 

Idaho 39.4 2.2 51.6 

Wyoming 46.5 4.2 60.0 

Colorado 63.8 4.8 23.8 

New Mexico 32.7 6.7 52.4 

Arizona 35.6 5.9 32.9 

Utah 39.0 1.5 87.0 

Nevada 24.0 8.1 42.6 

Washington 46.4 2.1 47.0 

Oregon 41.5 2.4 48.8 

California 35.9 3.7 42.6 

資料:

1. Federal Bureau of Prisons， Characteristics of State Prisoners， 1960 
2. Federal Bureau of Investigation， Uniform Crime Reports 1959， 60，61 

にとり，殺人率の中位数で 48州を 2つに分けたクソレープを縦にとり，

2X4のクロス表を作る. そしてが検定を行う. 結果を見ればわかるよ

うに， 殺人率と刑罰の確実性・厳格性との聞には有意な関連があり，

ここでは刑罰の確実性と厳格性の加法的関係がきいている.第 2に，

表-3にあるように，牙IJ罰の厳格性・確実性がいずれも巾位数より大き

い州，いずれも中位数より小さい州のみをとり出し，それらの州のみで
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刑罰による犯罪の抑止 (1) 

表 2 殺人率と刑罰の確実性・厳格性のクロス去

刑期の厳格性中位数以下 I 刑期の厳格性65中月位)数以上
(46. 65月 (46.

収監率中位数 I!収46底.6率%中)位数 (収46監.6率%中)位数 I!収46監.6率%中)位数(46.6%)以下 以上 以下 以上

平均 中位数

殺人率 以上 9 6 8 1 

(軒)
(4.05) 

以下 2 7 5 10 
59-61年 (4.05) 

χ2=12.60， p< .01* 
本有意水準 1%のレベノレで有意の意味

Gibbs， 1968: 524 Table 2より

表 3 殺人率と刑罰の確実性・厳格性のクロス表

(極端な場合と他の場合の比較)

中位数
以上

殺人率

以下

極端な場合

性いずれも中 性いずれも中
位数以下位数以上

9 1 

2 

;(2=11.74， p<.Ol 
CP*=ー .73

10 

*属性相関係数の 1つ

Gibbs， 1968: 525 Table 3より

開明ii苦手~I
8 

5 

;(2=0.62， p< .45 
cp=一.15
宥意な関係なし

6 

7 

表-4 殺人率と刑罰の確実性・厳格性のクロス表

(確実性と厳格性を別々に比較)

以上

殺人率

中位数
以下

収監の確実性|収監の確実性
中位数以下中位数以上

17 

7 

;(2=8.32， p<.01 
<p=一.48

7 

17 

Gibbs， 1968: 526 Table 5より
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厳格性

刑期の厳格性|刑期の厳格性
中位数以下中位数以上

15 

9 

χ2=3.00， p> .05* 
タ=-.25

9 

15 

*有意水準59らでは有意な関係
はない
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2X2のクロス表を1乍る(比較のために，それ以外の州についてのクロス

表も掲げてある).そうすると，刑罰の厳格性と確実性の加法的効果はよ

りはっきりする (Gibbs，1968: 525). 第 3~こ，表-4 のように刑罰の厳格

性と確実性にそれぞれ分けて考察すると，刑罰の確実性の方が相闘が高

い (Gibbs，1968: 526). 厳格性については有意ではないが一応負の相関

があると言える.

(2) Tittle (1969) 

Tittle (1969)は，基木的に同じ資料に基づいて，対象範囲を殺人から

指標犯罪全体に広げている.彼は全犯罪及び各々の犯罪の犯罪率と収

監率，刑期の中位数との聞で相関係数(ここではケンドールの Tau)を

求めている (Tittle，1969: 415) (表-5). そして結論的には刑罰の確実性

と各犯罪の犯罪率との聞には負の相関， しかも多くは有意な負の相関が

あるが，刑罰の厳格性との間では，殺人を除いてはむしろ一般的には有

意ではないが正の相関がある

次章で述べる経済学的研究と関連する， Tittle (1969)が指摘している

重要な点は，彼が，負の相関から直ちに抑止の仮説を支持するのではな

く，因果関係の方向として逆の場合がありうることを認めている点であ

る.つまり，犯罪率が低ければ，より多くの人的資源、を 1件あたりの犯

表-5 刑罰の厳格性及び確実性と犯罪率との相関

E在 実 性 厳 格

全 犯 罪 一.45 .14 

Sex Offenses 一.57a .260 

Assault 一.46a .18 

Larceny -.37a .14 

Robbery -.36a .05 

Burglary 一.31b 14 

Homicide 一.17 一.45a

Auto Theft -.08 .04 

a， b， c，それぞれ有志水N!O.l%，1%， 5~もで有意であることを表わす

Tittle， 1969: 415 Table 1より

性
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刑罰による犯罪の抑止 (1) 

罪にさくことができるし (Tittle，19印 :123，又逆に，高い犯罪率は刑務

所の過剰収容をもたらし，そのことが裁判所をして保護観察や執行猶予

を採用せしめ，ここで定義した刑罰の確実性，すなわち収監率を減少さ

吃ゑという逆の因果関係の存在の可能性を被は問題にしている (Ti山，

1969: 420). そしてこの逆の因果関係をも想定することは，次章でとり

扱う計量経済学における同時的モデルの考え方に結びつくのである.

(3) Gibbs (1968)， Tittle (1969)に続く諸研究

Gray and Martin (1969)は， Gibbs (1968)を別の技法で，つまり，回帰

分析及び重回帰分析を用いて考察している(表-6). 単純相関によると，
(1曲)(110)

厳格性の方が確実性より殺人の分散をよく説明している.さらに，重相

関によると確実性と厳格性の加法的な効果が効いていることがわかる

(Gray and Martin， 1969 : 392). 

次に彼は，線型ではない H=boSb1Cb2なるモデルを考え，対数変換

lnH=bo十b11nS+b21nC+eを行って回帰分析を実行している. 結果の

基本的パターンは同一であるが，相関係数は一般的に高くなる (Gray

and Martin， 1969 : 393.なお，結果省略).

表 6 回帰分析(線型)

H-S 

H-C 
単純

S-C 
相関

C-S 

H-SC (SとCの積)

(Cをコントローノレ)

H-CjS 
(Sをコ γ トローノレ)

HjS-C 

H: 殺人率

S: 科された刑罰の厳格性

C: 収監の確実性

相関係数

一.367

一.281

一.023

-.442 

一.389

一.311

468 

*推定値の分散に占めるその変数の分散の割合のこと
Gray and Martin (1969: 39) Table 2より
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説明率* 回帰係数

.135 一.062

.079 一.023

.001 一.033

一.016

.195 

.151 -.062 

.097 一.025

.219 
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結論的には， Gibbs (1968)の主張は確認された.但し確実性，厳格性の

どちらが重要かは将来の研究に待つ他はない (Grayand Martin， 1969: 

394-395). 

次に， Chiricos and Waldo (1970)は Tittle(1969)の対象年次を刑罰

の確実性について 1950年， 60年， 63年に，刑罰の厳格性について 60年，

64年に広げてより包括的な分析を行ーった.その結果， 確実性に関して

一貫して有志;な負の相関が見られたのは加重暴行傷害のみで、あった.他

の犯罪については，一般的には負の相闘が見られるが常に有志というわ

けではない (Chiricosand Waldo， 1970: 206-207). 厳格性に関しては

60年の殺人のみ有意な負の相関であり，他の場合は，無相関ないしはむ

しろ正の相関が見られた (Chiricosand Waldo， 1970 : 207-208). 

次に， Logan (1972)においては，第 1に指標犯罪と刑罰の確実性であ

る収監率との間には負の相関 (Logan，1972: 66， Table 1.表省略)， 厳

格性との間には，単純相関をとった場合に殺人についてのみ有意な負の

相闘がある (Logan，1972 : 69)ことが示された. しかし第 2に， 確実性

が低い 20州と高い 20州の 2つのグループに分け，それぞれのグ、ループ

の中で回帰分析を行うと，確実性が低いグループでは厳格性が犯罪率に

対しである程度負の効果をもっていることが示された.つまり，刑罰の

確実性が非常に低い場合には，刑期の長さが抑止にとって問題となる，

というのである (Logan，1972 : 70-71). 

その他， Gibbs (1968)， Tittle (1969)の延長線上にある研究，ないし考

え方としてそれらを発展させた研究としては次のようなものがある.

Bailey and Smith (1972)は，抑止にとって厳格性と確実性は加法的に効

いていないのではなし、かと考え，抑止における厳格性と確実性の関係を

追求した. Bail巴yet al. (1974)は， Tittle (1969)， Gray and Martin (1969) 

などと Itijじ結果を得た. Antunes and Hunt (1973)は確実性の単独モデ

ノレ，厳格性の単独モデル，両者の加法モデル，乗法モデルなと、について

回帰分析を行った (Antunesand Hunt， 1973: 151-152). さらに，

Erickson and Gibbs (1973)は， Gibbs (1968)のデータを用い， 2つのサ
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ンクション変数の結びつき方を問題にした.彼らの基本的な主張は，厳

格性と殺人率との関係は，州と州のiHlの確実性の変化の大きさに依存し

ているということである (Ericksonand Gibbs， 1973: 542). Erickson 

and Gibbs (1976)は70年のデータを用いて， Logan (1972)の追試 (Logan

(1972)は 60年の同じデータを用いている)その他の分析を行った.基本

的には，犯罪率と確実性との間には相関があるが，厳格性との聞には相

関がないとされる (Ericksonand Gibbs， 1976; 178-181). 

(めその他の研究 (1) - Tittle and Rowe (1974)など一

Tittle and Rowe (1974)は，フロリダナト|当局が 1971年に初めて発行し

た統一犯罪報告書 UniformCrime Report 1971 (それは各自治体，郡の

逮捕率と犯罪率を含んでいる)に基づき， 退出率と犯罪率との関係が線

型かどうか，逮捕率に，一定の値になって初めて抑止効果をもち始める

闘値が存在するのかどうなのか， ということを探究した (Tittleand 

図 1 フロリダ州の郡における逮捕率と犯罪率
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Rowe， 1974: 456-457). 彼らはまず，各観察単位のその 2変数の値をも

とに，それらを図に表わした(図一1，南諸) 逮捕率 0.3を境にして観察

単位をそれより大きいグループと小さいグループに分けると，前者では

逮捕率と犯罪率の間で負の相関が大きいが，後者では負の相闘が小さい

かあるいは，かえって正の相関がある (Tittleand Rowe， 1974: 458). 

結局この研究は闘値を問題にした点で重要である. さらに， Tittle and 

Rowe (1978)は，基本的に Tittleand Roweは974)の繰り返しであ守12;，

やはり，逮捕率 0.3のレベルで・の闘値の存在が示されている (Tittleand 

Rowe， 1978 : 88). 

次に， Brown (1978)はカリフォルニア州の，人口 25，000以上の市の

1971年， 73年のデータ，ブロリダ州の，人口 2，500以上の市と郡のデー

タを}ljl、(Brown，1978: 672)， Tittle and Rowe (1974)の追試を行った.

その結果関値の存在は人口が少ないことの属性であることが示された

図 2 フロリダ州の人口 2，500以上の市における逮捕率と犯罪率

-
『

B
'
E
E
a
s
J
1

0

0

 

n

v

n

ヨ
4・

80 

逮 70
捕

率
的

〆ヘ

50 
七

~ 40 
、J

却

20-1・

10 

0・・
' O 

. . .. . 
-_..&--.&.--一一一ー‘ー一一・ー一色_...a..ー・ーーーーー一一ー一一一ー・ ・・・ . . .. . . ・・ ・・ ・ . . . . . . 

・・・・・・・・・・ ・ ・・・・ . -・・ ・・・・ ・・・.. ・・ ... .... . 
・・・"・・・ ・・・ .・・ ・・・・・・・..・.・.. 

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

犯罪率(人口 1，000当り〉

Tittle and Rowe， 1974: 459 Figure 2.より

北法33(1・258)258



刑罰による犯罪の抑止 (1) 

(Brown， 1978: 673-678). 彼は関{直は単なるみかけ上のものにすぎない

可能性もあるが，実質的に存在しているロJ能性もあると述べ，その理由

の 1っとして，少ない人口のところではサンクションの可視性が高いこ

とをあげている (Brown，1978 : 679-680). 
(120)(121)(122) 

(5) その他の研究 (2)

Wellford (1974)は，全米で最も大きい方から 21の大都市(但しニュー

ヨークは除く)を対象に，犯罪統制に関する変数として逮捕率の他に，

警官の人口比，人口 1人当りの警察予算，警察予算の市の全予等1誌を用い

て研究を行っている (Wellford，1974: 198-199). Erickson and Gibbs 

(1975)は，サンクションの主観的知覚をJ及ぃ， Geerken and Gove (1977) 

は合理的人聞の仮定そのものを放っているが， これらについては， XI. 

結論 でふれる. Logan (1975)， Greenberg et al. (1979)はエコノメトリ

ックな研究に対する再批判として生じたものであるから，次章で述べる.

Sjoquist (1973)は回帰分析の実行にわたって/，'J時推定法を用いてはいな

いが，基本的には経済学的枠組によっているので次章でふれる.

3. 一応の結論と問題点

総括的に亘えば，殺人を扱った Gibbs(1968)， Gray and Martin (1969) 

は，刑罰の確実性及び厳格性と殺人本の/lljに有意な負の相闘を見出して

いる. Antunes and Hunt (1973)， Bailey et al. (1974)， Chiricos illld 

Waldo (1970)， Erickson and Gibbs (1976)， Logan (1972)， Titt1e (1969) 

は殺人だけではなく各指標犯罪を問題にし，一般的に言えば全体として

刑罰の確実性と各指標犯罪の犯罪率との間には負の相関があり，刑罰の

厳格性と犯罪率の聞には殺人についてのみ負の相関があることを示した

(一般的には有意な相闘があるというわけで、はないし，若干の例外も存在

するが). Bailey and Smith (1972)， Erickson and Gibbs (1973)は専ら
(124) 

刑罰の厳格性と確実性の関係を扱い， (4)， (5)のその他の研究は，特殊な

問題を放っているのだから，結論的に言えば犯罪率と刑罰の確実性，厳

格性の関係を扱っている本稿でとりあげ、たすべての研究が基本的には殺

人については，刑罰の厳格性・確実性のいずれもが犯罪率と負の相闘を
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示し，他の犯罪については刑罰の確実性のみが犯罪率と負の相関を示し

ているという結果を支持しているように忠われる(なお， Nagin (1978 : 

105)参照).

従って，以上の研究は一応，抑止の仮説を支持しているように見える

が，次のような問題点が存在している.
(126) 

(1) 時 数 の 問 題

最も広く認められているデータ上の問題は，すべての犯罪が報告され

るわけで、はないという問題，すなわち|倍数の問題である (Nagin，1978: 

124). アメリカの被害者調査によると， 全犯罪のうち 50%から 70%が

陪数となっているといわれている (N叩 n，1978ぷ認 さらに， I!古数の

問題と関連して，警察が知った犯罪を記録に記載しないという警察にお

ける裁量の問題がある.

ところで陪数が大きいと報告された犯罪数は小さくなるが，報告され

た犯罪数は犯罪率の分子及び逮捕率，収監率の分母になっているので，

その結果犯罪率は低く逮捕率及び収監率は高くなる.従って観察単位ご

とに陥数の割合が異.なるとそれだけの理由で・逮抽、率，収監率と犯罪率の

問に負の相関をひきおこすのである (Blumsteinet al. (eds.)， 1978: 24， 

38; Nagin， 1978: 116) (凶-3参照).

図-3 犯罪率とサンタションの確実性の聞に

負の相関をひきおこす階数の役割
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(2) その他の問題

(1)で、述べた暗数の問題がデータの信頼性に関する最も重要な問題で

あるが，その他に犯罪の定義がすべての観察単位を通じて必ずしも同じ

ではないという点なと、いくつかの間題点がデータ上の問題として指摘さ

れている (Beyleveld，1980: 71-73). しかしそれらについては本稿では一

切省略する.

さらに，収監による隔離は明らかに犯罪率を減少させるから，収監率

及び刑期と犯罪率との間の負の相関の一部は収監による隔離の効果に帰

せられる.それ故収監による隔離の効果を抑止の効果から分離すること

が必要になる (Nagin，1978: 129 et seq.). しかし収監による隔離効果の

推定は高度に技術的な問題であり，本稿では一切ふれない.

(謝辞)

木稿の執筆にあたっては，科学警察研究所西村春夫氏，北大法学部助

教授宮沢節生民から貴重な助言を頂き，又同氏ら所有の文献を見せて頂

いた. この紙面を借りて両氏に謝意、を表したい.

〔注〕

(1) V.日本における既存の研究 参照.

(2 ) 一般予防と一般抑止の異同については， III.一般抑止の概念 でふれる.そ

れまでは両者は同じものである，と考えておいてよい.

(3) 日本における法と経済研究においては，刑事法の分野では，経済学者の研究

である山田 (1978)が存在する程度である.

(4 ) 本稿でとりあげる一般抑止についての研究は法の効果の調lは:という一般的な

問題に対して，何らかの示唆を与えるであろう. しかし，本稿はこの種の論

文としては初めてのものであるので，基本的には刑罰による一般抑止に問題

を限定して述べることにする.

( 5) 後に述べるように，正確には，抑止の独立変数としては， i)刑罰法規の存在

そのもの， ii)逮捕，有罪の笠告等の法執行機関が行う何らかのサンクショ

ン iii)警官のパトローノレ等の警察力の存在そのもの， という 3つを分けて

考えるべ主である(なお，刑罰1そのものと，法執行機関による実際の執行を

分けて考えることについては Zimringand Hawkins (1973: 141)). 

( 6) ここでベ γタムの名があげられていることが，後に述べる工うに，刑罰によ
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る抑止についての研究と経済学(経済学の基礎にある 「人間は自己の効用を

最大にするように行動する」と L、う人間像は基本的には功利主義哲学，なか

んずくベンタムによって体系化された)が容易に結びつきえた 1つの原因と

なっているのである.

(7 ) なお， Andenaes (1952: 197; 1966: 953)も参照.

(8 ) この種の研究を生み出した社会学・犯罪学内部での背景については VI.犯罪

統計を用いた一般抑止研究 (1)，1.その基本的特徴参照.

(9) FBIの 80年中間統計に言及したニューヨーク・タイムスの記事など， アメ

リカの犯罪の現状についての同紙の記事がジュリスト Nos.736， 739， 741 

(1981)の NewsBox欄(それぞれ 78-79，64， 89)にも転l被されている.

(10) 但し，ここでは， FBIが統計をとっている指標犯罪 indexcrimesといわれる

7種類の犯罪のみが問題となる. なお， 指標犯罪とは，殺人 murderand 

non-negligent man-slaughter，強姦 forciblerape，強盗 robbery，加

重暴行革5'，!}aggravated assault，不法侵入 burglary，50ドノレ以上の窃盗

larceny $ 50 and over (その後単に窃盗)，自動車盗 autotheftである.指

標犯罪の詳しい説明については立山 (1978:88-94)参照.

(11) 指標犯罪のうち前4者の合計である.

(12) 指標犯罪のうち後3者の合計である.

(13) 注(10)にあるように，窃盗の定義が途中で変更されているので，具体的な数

字を簡単に比絞しうるようにあげることはできない.従って具体的な数字に

ついては省略する.

(14) 以上の叙述は U.S. Department of Commerce (1973: 146 Table-229)， 

U.S. Department of Commerce (1980: 182 Table-302)による.但し

1972年以前の版を参照する ζ とができなかったので， 1961-64年， 66年，及

び 1959年以前の動向については知ることができなかった(なお，後に述べる

ように 59年以前については FBIの犯罪統計それ自体不完全である).

(15) 例えl正教会関係の団体など.

(16) U. S. President's Commission on Law Enforcement and Administra・

tion of J ustice (1967)の前者きによると， I国家の犯罪問題の緊急性と，そ

れについての無知を認識し， ジョンソン大統領はこの委員会を設置した.J

と述べられている.そ Lてこの委員会は一般には犯罪に関する諮問委員会

Crime Commissionとよばれている.本稿でも以下そのように略称する.

(17) 1965年の法執行援助法案 TheLaw Enforcement Assistance Act は法

執行の効率と能力を改善するための補助金を創設する権限を司法長官に与え

ている.その法案の通過後，司法長"&(はその補助金プログヲム運蛍・のために

司法省内に法執行扱D))室 O伍ceof Law Enforcement Assistantを設 i置

L，この補助金は 3年間続いた (Feeleyand Sarat， 1980: 36) なお，この

法執行援助法案については，阪本 (1981:73)においても言及されている.
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(18) 政策実験とは，刑罰と関連した法執行の方法の変更の際に，その影響を調べ

る研究である.詳しいら IV.一般抑止研究の諸タイプ 参照

(19) アメリカにおける死刑の違憲・合憲論議についてはすでに多数の議論がなさ

れている(例えば， その前後の事情について三井 (1972)， その後の状況に

ついて生回 (1976)).しかしそれらは法律的な議論が中心で，本稿の主題から

ははずれるので，本稿では死刑の違憲・合憲論議については一切ふれない.

(20) 死刑!の抑止力の問題は時々人々の関心事の 1つになっており，もっとも最近

には連邦最高裁判所が死刑の違憲合憲をめぐる一連の判決を下した|祭と，カ

ナダの国会が死刑!の廃止を考慮した際に生じたとされる (Blumsteinet a1. 

(eds.)， 1978: 59). 

(21) この死刑の違憲判決の後，エヨノメトリックな手法を用いて死刑に抑止力が

存在することを示した論文が，経済学的な抑止研究の第一人者ア}リックに

よって公にされた (Ehrlich，1973a. Ehrlich， 1975はその reducedversion 

である (Ehrlich，1975: 397). 私は Ehrlich(1973 a)を参照することがで

きなかった).このアーリック (1975)の分析は，司法次官 SolicitorGeneral 

によって弁論趨意書の中に導入され，最近の最高裁の判決の中で議論されて

いる，といわれている(Blumsteinet a1. (eds.) 1978: 59). なお，このアー

リックの研究を中心として死刑の威嚇力を論じたものとして藤本 (1978)が

ある.

(22) この点については，抑止についての重要な文献のいくつかが，かなり公的・

組織的な扱助をうけて出版されているという事実もいいまくかの傍証になる

であろう. 例えば，抑止についての基本的・一般的文献である Zimring

(1971) (Zimring and Hawkins (1973)は Zimring(1971)を詳しくしたもの

である)は，保健・教育・福祉省 u.S. Department of Health， Education 

and Welfare (現在 u.S. Department of Health and Human Services) 

の一機関である国立精神衛生研究所 NationalInstitute of Mental Health 

によって出版されている.又，本稿の基本的なテーマである「経済学の侵略」

を象徴する Rottenberg(ed.) (1973)の出版， 及びそのもととなった会議の

企画には，共和党系のシ γ ク・タンクとして知られるアメリカン・エンタープ

ライス研究所 AmericanEnterprise Institute for Public Policy Research 

(朝日 81年 2月 10日朝刊連載アメリカは動く nr.再生への胎動 10参照)が

深く関与しているのである(なお， Rottenberg (ed.) (1973)以外にも Eco・

nomics of Crimeない L，それと同種の題名の本はかなり出版されている

が，そのほとんどは，すでに出版された論文を収録したものにすぎなL、).

さらに，刑事制裁の役割についての全国的に活発な議論に対応するために，

司法省の法執行援助局 LawEnforcement Assistant Administration (前

述の法執行援助室が後に改組されたもの)の援助のもとに，米国科学アカデ

ミ-National Academy of Scienceの関連団体である米国調査研究審議
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会 NationalResearch Councilに設置されている法執行と刑事司法研究委

員会 Committee on Research on Law Enforcement and Criminal 

Justiceと提携して抑止と収底隔離の効果についてのパネノレが構成されたが，

抑止研究を故も包括的に取り扱った本の 1つである Blumsteinet al. (eds.) 

(1978)は，そのパネノレがもととなっている(Blumsteinet al. (eds.)， 1978: 

ii， vii， ix. その出版も米国科学アカデミ-National Academy of Science 

によってなされている). なお， Blumst巴inet al. (eds.) (1978)の簡単な要

約として Blumstein(1978)がある.

(23) 例えば，初期の一般抑止研究をリードした Gibbs，Tittleらの専門は社会学

である.

(24) 1965年 8月に，大統領l士連邦政府のすべての省庁に対して PPBSを採用す

るように命じた(フイツシャー， 1974: 24). もっとも， PPBSそれ自体はニ

クソン政権下で、廃止されたが，Tt用・有効度分析などの政策システム分析は

荒視され強化されている，とされる(山川， 1981: 196). 

(25) コスト分析については(その技術的な方法についてではなL、)，山川 (1981)，

又，特に刑事司法におけるそれについては， Phillips (1980)参照.

(26) 本稿でしばしば引用されるプラムスティ γAlfredBlumstein は，オペ

レーショソズ・リサーチの分野の最も著名な学者の 1人である

(27) 1965年の犯罪の全コストは 220億ドノレに達し，国民所得の 4%を占めるとい

われる (Andreanoand Siegfried (eds.)， 1980: Editor's Introduction : 3). 

(28) 犯罪のコストと犯罪統制!のための最適な資源の配分の必要性及びこの問題に

対する刑事司法担当者の関心については， Zimring (1971)， Zimring and 

Hawkins (1973)中の DeterminingCosts in Crime PreventionとL、う項

(前者:25-31，後者:55-62)参照 そこでは例えば，収監に費やされるコ

ストという面から長期刑を分析しうることがカリフオノレニア州の 1963-68年

の場合を例にあげて説明されている.

(29) 抑止をコストという観点から見ると，そもそも犯罪統制手段としての一般

抑止及び特別抑止は哲官の増員などに比べて， コストがかからないので刑

事司法担当者にとっては魅力的であることが指摘されている (Zimring，

1971: 10) 

又，量刑と矯正に関して計画予算 programbudgetingの立場からは，抑

止 deterrence，予防 prevention，更生 rehabilitation，処罰 punishment，

応報 retributionは長期的な社会的コスト longrun social costを最小と

することを目的とした相互に代替的な手段であるとされる (Sullivan，1973: 

143). 

(30) Sullivan (1973: 139)では，犯罪学の分野において経済学者が方法論上・技

法上の科学性を武球に自らを売り込むことに成功し，その結果彼らが穏々の

財団の補助金と，政府の研究費の多くの部分を獲得するようになったことが
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述べられている. そして Sullivan(1973: 139-140)は，経済学者の問の犯

罪研究の流行について次のように続けている. r大学の経済学者達が犯罪学

の分野に群がりはじめ，この問題についての彼らの出版と研究は盛んになっ

ている. (中略)多数の経済学者とほとんどすべての大規模な経済学の研究機

関li，財団と政府に犯罪研究を行うための研究費を Lつこく求めている.J 

更に彼によれば，経済学者は，彼らの研究上の，そして研究資獲得上の競争

相手である犯罪学者について次のようにまで言っているのである. r何人か

の経済学者1;1:次のように言っているように見える. Ii'もし犯罪学研究者が仕

事を止め，家に帰り，自分の選挙区の議員に犯罪者の逮捕率を高めるべく法

執行の予算を再配分し刑罰を厳しくすることを求めれば，社会はずっと良く

なる』と.J (Sullivan， 1973: 138) 

以上の叙述l土，アメリカにおける研究費獲得の γ ステムの中で，経済学者

が政策的に問題となっていることがらに目をつけ，研究費あさりをしている

僚子を上〈拾いている.そしてこのことは，本文で述べた連邦政府の側から

する経済学者の動員と表裏一体をなしているのである

(31) 彼らは，経済学的なぞデノレのパラメータ推定を通じて，つまり，犯罪に対す

る独立変数の弾性値(その意味は後述)から政策上の助言をひき出すことに

経験豊かなのである (Beyleveld，1980: 127). 

(32) その方法論的意味については XI.結論 で述べる.

(33) この合理的選択モデノレと対立するのが，社会学における構造機能主義，及び

I1頂応主義モデノレである(三宅.1981: 1-2) このように考えると，平井 (1978)

が法政策学の基礎にある前提と Lて方法論的何人主義をとっている(平井，

1978: 17-19)理由が雰易に理解される.

(34) Becker (1968)が，犯罪の経済学的研究の初期の論文の中で最も後の研究に

影響を与えたとされる(ア γデナエス. 1978: (上)10)が，彼は後の著作の

中で経済学的アプローチはあらゆる人間行動に適用可能であると L.その伊!

とLて人種差別，震語の発達，教会への出席，死刑，法ジステム，自殺など

をあIfている (Becker，1976: 8-9). 

なお， Becker (1968) li t、わゆる法と経済研究の日本の研究者からは，経済

学者の法研究の 1つとして佼m.づけられている(平井， 1976: (5) 131 (コス

ト分析として略解されている);浜田， 1977:178 (法と経済の境界領域の研

究と Lてあげられている)).

(35) 経済学の侵略について.Rottenberg (ed.) (1973)のマイセノレマン D.

Meiselmanとタロック G.Tullockの序文では. rこのプロジェグトは経

済学者による法の分野への最近の侵略の一部分である この経済学帝国主義

は犯罪研究において，その発展が将来有主要なアプローチの 1つであるJとは

っきり述べられている.つまり彼らは経済学帝国主義の存在を自覚し，それ

を詳であると Lているのである.
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論 説

(36) 種々の学問領域への経済学の侵略の中で，犯罪の領域がその大きな柱の 1つ

になったことは単なる偶然ではない.後に述べるように犯罪と経済学の間に

は思想史的に親近性がある.

(37) このことを数学的に定式化したのが Ehrlich(1973 b : 528-529， 532)である.

(38) 例えば， Andreano and Siegfried (eds.) (1980)では，犯罪研究の終.済学的

アプローチ，犯罪者/被害者/??察，裁判所，矯正，麻薬，組織犯罪という

各タイトノレのもとに宕千ずつの論文が収録されている.

(39) 同時推定法については，注 (47)参照.なお詳しくは VII.犯罪統計を用いた

一般抑止研究 (2) 参照.

(40) Ehrlich (1973 b)は，彼の学位論文である Participationin IlIegitimate 

Activities: An Economic Approach 1970， Unpublishecl Ph. D. Disser-

tation， Columbia U.をもとにしている. 従つて手宍さ1

の経済学者の研究lは土そこに始まると考考4 えてよい.

(41) アーリッグ自身は， rBecker (1968)は犯罪と刑罰の関係を強調する犯罪遂行

モデルを展開し， Stigler (1974， original 1970)も同様の枠組で犯罪の供給

(ここでは，経済学のアイディアに従い供給と L寸言葉が用いられている)の

決定因子を問題にした」と述べている (Ehrlich，1973 b: 522). しかし，この

叙述はアーリックのベッカー，スティグラーに対する敬意を含んでいると恩

われ，多少割引して考えなければならない.やはりベッカー，スティグラー

は法執行のモデノレとの関連で抑止の問題を取り扱ったにすぎないのである.

(42) Ehrlich (1973 b)については， VII犯罪統計を用いた一般抑止研究(2) でも

う一度ふれる.

(43) 犯罪行動についても市場という概念が使われていることに注意しなければな

らない.後に Ehrlich(1979)によってはっきりと述べられるように，市場

という概念を用いることによってその市場では犯罪者の行動(犯罪供給函数

supply of offense functionとして定式化される)，潜在的被害者(法執行

に対する需要函数 clemandfunctionとして定式化される)，法執行(法執行

生産函数 productionof law enforcement functionとして定式化される)

が結びつけられ，何らかの意味の価絡を通じて均衡状態にある，ということ

が合意されているのである (Ehrlich，1979・35).

(44) 集合的データの意味については，注 (70)参照.

(45) 岡帰分析については，注 (110)参照.

(46) 従って彼によって悶帰方程式にとりいれられている外生変数は，使究的に選

択されているのではない. 例えば， 収入の中位数 medianという独-:r.変数

は可動資iJI7.の量の指標であり，それは犯罪による利主主と関連する変数である

というようにそれぞれ窓味があるのである.

(47) 同時方程式とは，本文で述べているように，複数の変数が 1つが従属変数

値jが独立変数という関係ではなく，それらの変数が同時従属変数になってい
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る場合における回帰方程式である.その回帰方程式に基づくパラメータ推定

法を同時推定法 simultaneousestimationとよぶ.詳しれま， VII.犯罪統

計を用いた一般抑止研究 (2) 参照.

(48) Lかし，彼の主な貢献は抑止の経験的分析にあるとされる (Beckerand 

Landes (eds.)， 1974: Preface xv). 

(49) Ehrlich (1979)は， ベンタムのみならず， アダム・スミス AdamSmith， 

マノレサス RobertMalthus， ジェームス・ミノレ JamesMill， ジョン・スチュ

アート・ミノレ JohnStuart Millらも， 刑罰による抑止の考え方を受け入れ

ている，と述べている (Ehrlich，1979: 28-30). 

もしそうだとすると，基本的な思想、においてますます経済学と刑罰による

抑止の考え方は近いということになる.

(50) 従って，浜田 (1977:178)は，結婚とともに犯罪を経済合理性と最もかげ離

れた対象としているが，むしろ思想史的に見れば，犯罪は経済合理性になじ

み易い分野なのである.

(51) この章では基本的に Zimring(1971)， Zimring and Hawkins (1973)に依

拠しつつ，議論を行う

(52) 例えば， International Encyclopedia of the Social Sciences (The Mac-

millan Company and The Free Press， 1968)においては，国際政治上の

概念として説明されている (Vol.4: 130-133). 

(53) 笑米諸国で一般抑止 generaldeterrenceとして論じられている問題は， ド

イツでは(従って日本でも)一般予防 generalpreventionとして論じられ

ている.そして両者とも明確な概念ではない(アンデナエス， 1978: (上)10-

12). アγ デナエスは一般予防の方がやや広い概念であると解しているが(ア

ンデナエス， 1978: (上)14-15)，丙概念が相互交換的に用いられることもあ

る例えば Sellin(1959・19)，Bankston and Cramer (1974: 253). 

(54) 抑止の意味について基本的な合意が存在 Lないことについては Tittle(1980: 

382). 

(55) 非常に広い定義の例と Lて Ball(1955: 347). 

(56) 後に述べるように，狭い;立味での抑止は Zimringand Hawkins (1973) 

においては，抑止一般ではなく，単純抑止 simpledeterrenceあるいは直

接抑止 directdeterrenceとよばれている. なお直接抑止と L、う言葉は犯

罪防止技術との関連で非常に狭い特殊な芯;味で使われることもある (Riccio，

1974: 208). 

(57) 刑事法学における一般予防，特別予防という考え方からすぐに予想されるよ

うに，通常抑止は一般抑止 generaldeterrenceと特別抑止 specialdeter-

renceに分かたれる.特別抑止は有罪とされ罰せられている人を対象とした

ものであり，一般抑止は人々一般を対象にしたものである (Zimring，1971: 

2; Zimring and Hawkins， 1973: 72. なお，後者の文献では特別抑止は個
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別抑止 individualdeterrenceとも呼ぼれている). 又，抑止ということは

は一般抑止のみをさすこともある(Blumsteinet al. (eds.)， 1978: 13， 16). 

これは，特別抑止は再犯 recidivismbehaviorという観点から研究され，

更生 rehabilitationと収肢による隔離 incapacitationの概念に解消される

という理由に基づくのである (Nagin，1978: 95-.96). そして本稿での説明

は，一般抑止を念頭に置いているのである.

(58) つまり，広い定義では，脅しの存在によって脅されている行動 threat-

ened behaviorが減少すればよいのであって，その心照的メカニズムは問

題とされないのである しかしあくまでも脅し，つまり刑罰の存在が主体と

なる点で，単なる規範ないし道徳の内面化とは異なるのである.

(59) この単純抑止(直接抑止)が先ほど述べた狭い意味での抑止である. アンデ

ナエスはそれを単抑止 meredeterrenceとよんでいる (Andenaes，1966: 

950). 

(60) ここで述べられている問題は，犯罪の経済学の基本にあるいわゆる合理的人

間の仮定と関連する問題である{';理的人間の仮定の問題については， XL 

結論で詳述する.

(61) しかし，彼らは単純抑止におし、ても，脅しの情緒的な効果が，或る場合には

非常に小さいが，他の場合にはかなり大きいということを認めている.すな

わち，脅しが洛在的犯罪者の中に不安ないし恐怖を生ぜ、しめ，それによって

単純抑止がなされることがあるということを認めているのである (Zimring，

1971: 4; Zimring and Hawkins， 1973: 76-77). 

このことは，単純抑止についても，快と不快の計算者と L、う人間の認知的

側面を強調した合理的人間のモデノレの他に，げくのような人聞のモデノレ，つま

り刑罰の脅しによって不安ないし恐怖が生じ，それによって犯罪が抑止さ

れるという人間の情緒的側面を強調した，非合理的人間のモデノレともいうべ

きそデノレが考えられることを暗示している. この点についても再述する.

(62) 他に，単純抑止つまり狭義の抑止以外の，犯罪を防止する心理的・社会的過

程の諸Fイプ(それらが寸ベて広義の抑止に含まれるというわけではないが)

に言及している文献として， Bankston and Cramer (1974: 270-273. 法的

脅しの潜在抑止機能 latentdeterrence functionという概念を用いている);

Gibbs (1975: 57…93); Marwell and Schmitt (1967: 322-326); Andenaes 

(1966: 150. 単抑止 meredeterrenceの他に，抑止のメカニズムとして刑

罰に道徳教育あるいは社会教育効果があることを認めている).

(63) 行動主義心理学的には，方法論とは，単純抑止の場合には強化因子である罰

を取り去れIfif'j去が生ずるのに九lし，ジムリングらがあげる他の抑止のメカ

ユズムの場合にはJi1を取り去っても消去が生じない，ということから，両者ー

が区別できるかもしれない. しか L，もしそうだとしても実証計画法のレベ

ノレで両者を識別することは凶難である.
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(64) 集合的データを利用する抑止研究においては，その過程を問うことができな

いのに，そのデータを利用 Lて抑止研究を行う経済学者は，効用最大化の仮

定，つまり，人間は自己の効用函数を最大化するように行動するという仮定

をおいている. この仮定は明らかに，単純抑止に対応する仮定である. この

点で，経済学者にはモテソレ構成と，実証計画法の間に主主離があるように思わ

れる.

(65) Zimring (1971: 2)では，全抑止ではなく全体抑止 totaldeterrenceとい

う言葉が用いられている.全体抑止，限界抑止という概念の重要性について

は， Zimring (1971: 108); Zimring and Hawkins (1973: 12) 

(66) Zimring and Hawkins (1973: 72)では，限界抑止の例として官年と y+

10年の刑期の比較の場合があげられている. 文， 質的に違うもの， 例えば

死刑と懲役刑の抑止効果の比較も限界抑止の問題である.

(67) このように拡張された意味において，刑罰の限界効果に注目することの重要

性については(全抑止と限界抑止という言葉は使われていないが)，日本の研

究者も言及している(回宮， 1972: 175). 

(68) 全抑止 absolutedeterrenceという言葉は全く別の意味にも用いられるこ

とがあるので注意しなければならない.例えば， Gibbs (1975: 32-33). 

(69) 経済学者は一般に限界的な効果に関心を持つ (Rottenberg，1973: 7). それ

故，抑止の問題に関心を持った経済学者が，限界抑止に目を向けるのは当然

であろう.

(70) 個々の個体について測定された変数が与えられているのではなく，サンプノレ

全体について，総数，平均，分散，特定の属性をもっ個体数のような統計量

が与えられているデータである.ここでの例でいえば 1つの州というサン

プノレ全体についての犯罪件数，牙IJ期の中位数などが与えられているデータで

ある.

(71) とのタイプの研究は，又， あるがままの変動の分析 analysisof natural 

variationともいわれる (Blumsteinet a¥. (eds.)， 1978: 4) 

(72) 実験という概念は，法学者にはなじみの薄い概念である.法学関係の文献で，

「実験jに言及しているものとして及川 (1980:50-55)がある.それを見れ

ばわかるように，実験という言葉は，本来の意味から離れて人によって様々

な広い意味に用いられる. しかし，及川 (1980:55)が正当にもローズ A.

Roseを引用して述べているように，条件の統制が本来，実験の要諦なので

あり，本稿ではその本来の意味で実験という言葉を用いる

(73) 例えばリヴァプーノレの警察のストライキ (1919年)，モントリオーノレのそれ

(1956年，この問題については後述)， ナチによるコベンハーゲγ??察の大量

逮捕 (1944年)などがあげられている (Cook，1977: 195. なお，ここでは擬

似実験 quasi-experimen tとL、う言葉が用いられている).

(74) ラソダム割りあてとは言えないまでも，必ずしも同じではないグループを統
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jtij群として用いることは多い (Grizzleand Witte， 1980: 259; Zimring， 

1978・141).

(75) この擬似実験，あるいは政策実験とほぼ同じものをさす言葉として，介入研

究 interventionresearch (Zimring， 1978: 141)，遡及的研究 retrospective

research (Zimring and Hawkins， 1973: 270)，前後研究 before-an小

after study (アンデナエス， 1978: (下)34-39)という言葉が用いられること

もある.

(76) 統計資料に基づく研究は，刑事司法機構が把握した犯罪を扱うのに対し，こ

こでは， 犯したことを被験者自身が調査の際に認めた犯罪を扱う (従って，

マリワナ使用，軽い窃盗などの罪に限られる).

(77) 日本におし、ては，基本的に州が椛限を持っているアメリカとは異なり，観察単

位ごとに刑罰法規自体が異なるということは条例を除いては存在しないし，

又法執行機関の活動のうち，集合的データに基づく研究において主要な変数

とされるサンタジョンの厳格性(刑期)，その確実性(収監率，逮捕率など)

が裁判所の管轄ないしは行政区域ごとに大きく異なっているとは思えないか

らである.但 L，この事実をもって日本では統計資料を用いた研究は実行困

難である，と解しではならない.なぜならアメリカには後に述べるように 1

つの州内の各市・吉日を観察単位とした研究もあるし，犯罪統計資料の詳細さ，

正確性については，日本の方がまさっていると考えられるからである(後に

述べるように，アメリカでは統計資料が整備され始めたのは 1960年以降で

ある (Gibbs，1968: 519)) 

(78) 後に述べるように，アメリカにおいても， 警察の活動のいくつかの側面(人

日 1人当りの警察経費，警官の人口比など)を犯罪統制lの独立変数として用

いた研究が行われている.

(79) 星野 (1981:561-600)は，星野 (1976，77)をふまえた上で，犯罪に対してコ

スト・アナリシス的発想、に基づくアプローチを行っている.

(80) 塙 (1972)は「努還問数の櫓加ー→Xー→事故の減少」というプロセスの

中で， Xとして交通違反指導取締の増加による，今官の存在を通じての違

反抑止効果を考えている. それ故， 塙 (1972)の直接的な問題関心は事故率

の減少という点にあるが，それを一般抑止研究と考えることもできる.

(81) 村田・小林 (1972)の紹介として大塚 (1981:95-97)がある.

(82) 村田・小林 (1972)，小林・小山 (1975)は，いずれも効果的な法執行をめざす

という実践的なものではあるが，その円的はあくまでも法執行そのものでは

なく，調査研究にある(村m・小林， 1972: 40. 小林・小111(1975)におい

ては統制苦手まで用窓されており，本来の意味での実験に近い(小林・小山，

1975: 18)). 

(83) 日本において犯罪の抑止が議論される場合には，問題関心は法執行機関の公

的な法執行の抑止力のみに向けられるのではなく，インフォーマノレなサンタ
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ツョン(家の人との関係がまずくなる等々)の抑止力にも向けられているよ

うに思われる(例えば， 1979年の犯罪心理学会では「社会的制裁の犯罪抑止

力について」というテーマでシンポジウムが行われている).それ故，ここで

言及した調査研究においても，法執行機関の公的な法執行は部分的に扱われ

ているにすぎない.

(84) 本文では翻訳については一切省略した.その主なものとしては，本稿でしば

Lii引用されるアンデナエス (1978)の他，第4部犯罪と不正というタイト

ノレで犯罪の経済学を論じているマツケンジー・タロック (1977)がある.

(85) 研究者の交流という点からみて，この 3国を区別することは無意味である.

(86) 60年代後半以降の研究は，その直接的な影響を Gibbs(1968)あるいは

Gibbs (1968)とともに Tittle(1969)にもとめることができる (Beyleveld，

1980: 41;アンデナエス， 1978: (上)21). なお注 (105)参照.

(87) 例えばビューテノレの不渡小切手についての研究である (Beutel，1957: 349-

378). この研究は独立変数として刑罰の確実性・厳格性ではなく，刑罰法規

そのものを用いているところに特色がある.なお，この研究については及川

(1966: 160-170; 1980: 208-210)参照.

(88) 死刑の抑止力については，有名な Sellin(1959)をはじめとして Gibbs(1968) 

以前から多数の研究が存在する. しかしこの問題については独自の問題が存

在するので，本稿では一切ふれない.

(89) 方法論的には，横断的な研究と同じである.

(90) 重要な研究，問題を含む研究については努めて言及 Lたつもりであるが，参

照もれ，個人的好みによる歪み，文献入手不可能などの理由で，本来取り扱

われるべきなのに本稿で取り扱われていない研究は多数あると思、われる 例

えば，全く便宜的な理由により本稿では未公刊の学位論文については一切参

照されていない.

(91) Tittle (1973)はここで Gibbs(1966)を引用しているが， Gibbs (1966)で言

及されているのはキッセ，エリクソン，ベッカーらのラベリング理論である

(Gibbs， 1966: 10-11， The New Conception参照) ラベリング理論と抑

止研究は，その基本的な考え方において大きく異なるが，刑事司法過程を犯

罪に対して独立変数とみるという点では共通なのである.

(92) 1960年になって初めて，州刑務所に収監された，犯罪のタイプごとの人数に

関するデータが利用可能になったといわれる (Gibbs，1968: 519). 

(93) 実験は科学的・実際的・道義的見地から少なく，政策実験はそれよりは多い

が，最も一般的なのは集合的データを用いた，あるがままの変動の分析であ

る，とされる (Blumsteinet al. (eds.)， 1978: 4， 20-21). 

(94) ここで述べることの多くは，次主立て、取り扱う経済学的研究にもそのままあて

Ltまる.

(95) 論理的にはサンタションの迅速性 celerityof sanctionも刑罰に関する変
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数として問題にされうる. しかし実際には，サンタションの迅速性を扱った

研究は存在しない.従って本稿ではそれについては一切ふれない.なお，

Beyleveld (1980: xxviii， xxxi)参照.

(96) 中位数 medianとはデータを小さい方から順に並べた時， T度中央にある

数値である(データが偶数の時は中央にある 2個の数値の平均)

(9η 例えば， 60年の全国刑務所統計を用いたとすれば，

60年の収監者数 60年の収監者数
あるいは59年の犯罪数 V'oJ" 'VCJ." 60年前後の平均犯罪数

が収監率として用いられる.

(98) 類似の変数として解決率 clearancerateという変数も用いられる 逮捕率

と解決率では技術的な定義は若干異なるが，ほぼ同じと考えてよい.

(99) なお， Gibbs (1968)は，棚瀬 (1973:31-32)において言及されている.

(100) 特定の時点で収監されている収監者の刑期の中位数を用いると，長い刑期の

収監者ほど出現頻度が高くなり，サンプノレは刑期の重い方にかたよることに

Tよる.

(101) Gibbs (1968)，さらに (2)で述べる Tittle(1969)が収監率及び刑期を刑罰の

E鹿実性及び厳絡性の変数として用いることに対し，アンデナエスは次のよう

に批判している.つまり，収監率は拘禁の危険性であって，処罰されること

の危険性ではないし， JfIJ期は，罰金，プロベーション等々の存在を無視して

いるというのである(アジデナエス， 1978: (上)24-25). Gibbs (1968)にお

いては，有罪となれば大部分の被告人が収監される殺人という重罪のみを扱

っているのでこの点は問題にならないが，指標犯罪全体を扱っている Tittle

(1969)においてはかなり問題となりうる.

(102)χ2検定とは一言で言えば，本文表会のようなクロス表において， 縦の側の

変数(ここでは殺人率)と横の側の変数(ここではサンタジョン変数)の聞に

fiiJか関連があるのかを確かめる検定方法である ，X2検定l土殆んどすべての統

計学の本に説明されている.例えば，林 (1963:180-184). 

(103) Tittle (1969)も，棚瀬 (1973:31)において言及されている

(104) 資料の年次が Gibbs(1968)と多少異なっている. 収監の確実性について

は， 195θ-63年の収監者を 1958-62年の犯罪数で割り (Tittle，1969: 412)， 

犯罪率については 1959-63年の犯罪数を 1960年の人口で割っている

(Tittle， 1969: 413). 

(105) Tittl巴 (1969)は Gibbs(1968)の研究を前提としてそれを発展させたもので

はなく，基本的には独立の研究である (Tittle，1969: 409-411). 

(106) ケンドーノレの T とは，順位尺度 ordinalscaleで表わされた変数に用いられ

る順位相関係数の 1つである. ケンドーノレの Tについては，例えば安田・海

野 (1977:39)参照.

(10η しかしこの点ば，刑罰の確実性と警官の人口比が負の相関をしているという
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事実によって否定される (Tittle，1969: 420). 

(108) しかし彼は，過剰収容の場合には刑務!折当叫が仮釈放によって刑期を短か

くするのではないかと述べ，結局ニの似説iこ対して否定的である (Tittle，

1969: 420). 

(109) そもそも Grayand Martin (1969)の日的は Gibbs(1968)の再分析にあ

る (Grayand Martin， 1969: 389). 

(110) 回帰分析とは一口で言えば， ある観測可能な変量 x(例えは体重)から， あ

る観測可能な変量 y(例え 図~4 回帰分析

ば身長)を表現する最適な ~+ ノ百=叫+b

一次式 y=ax+bを見出す itl ノイ

方法である. つまり図-4
η 

で，L， d;を最小にするよ

うに a，bを決める方法で

ある.そして震回帰分析は

回帰分析の独立変数の個数

を2個以上の場合に拡張し

たものである.相関係数

d' 

各点は各個体の身長と体重
z (体重〉

(ピアソンの積率相関係数 Pearson'sproduct-moment correlation coe伍岨

cient)は，回帰方程式の予測の精度としても定義されるのである. なお，

回帰分析については，殆んどすべての統計学の教科書に説明されている.例

えfi，林 (1963:39-44). 

(111) なお， Gibbs (1968)， Gray and Martin (1969)の再分析として地域的な変数

を加えて分析を行った Beanand Cushing (1971)がある.技法的には，童

図帰分析に，当該;'1'¥が南部に属するか雨郊に属さなL、かでそれぞれ 1とOの

値をとるダミー変数を導入している (Beanand Cushing， 1971: 283-286). 

(112) Chiricos and Waldo (1970)は，棚瀬 (1973:31-32)において言及されて

いる.

(113) Chiricos anb Waldo (1970: 211-213)は， Tittle (1969)について，確実性

の変数の定義上，見かけ上の負の相関をもら易いのだ， と主張し， Tittle 

(1969)は抑止の仮説を支持するものではないとしている. しかし，この Chi-

ricos and Waldo (1970)の，変数の定義上見かけ上の負の相関が生ずると

いう批判については，論理的な誤りが指摘されている (Logan，1971: 282-

284; Bailey and Martin， 1971: 287-288). 

(114) なぜかといえば Gibbs(1968)， Tittle (1969)， Gray and Martin (1969)に

言及して，殺人以外は加法的とは言えないし，殺人も死刑を考慮すると加法

的とは言えないからであるとJぜている (Baileyand Smith， 1972: 531-533). 

(115) 結論的には，各指標犯罪について確実性と犯罪率との聞には比較的強い負の

相関があるが，厳格性と犯罪率との間には，殺人でほ負の相関があるが他の
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犯罪では負の相関はあっても小さいという結果である (Baileyet al.， 1974: 

136-137， 139-140). 

(116) しかし，基本的な結論は従前の研究とかわらない (Antunesand Hunt， 

1973: 151 Table 1). 

(117) 観察単位がフロリダ州内の古田市であり，サンタツヨンの確実性として逮捕率

が用いられているというデータの点でも，従前の研究とは異なる.

(118) 彼らは，郡，人口2，500以上の市の双方について分析を行っている (Tittleand 

Rowe， 1974: 457) 

(119) この研究は， 71年， 72年のデータによっている (Tittleand Rowe， 1978: 86). 

(120) Tittle and Rowe (1974)の追試としては他に， Bailey (1976)がある.

(121) 従ってここでとりあげた問題は，サングションの主観的知覚の問題と深く関

速する.サンクションの主観的知覚の問題については，後に詳しくふれる.

(122) Klein (1973: 107)は闇値の問題をデモンストレーション効果の問題として

経済学的に解釈し，まれにしか用いられたことがない厳格な刑罰は殆んど効

果をもたないと述べている.そして，その理由として，賞金額は大きいが当

選者が 1人しかいないくじの例をもち出し，賞金額を小さくしても当選者を

増やせばデモンストレーション効果を生ずると述べている.

(123) これらの警察資源に関する変数のもつ意味については次章でふれる.

(124) Chiricos and Waldo (1970)については，彼らの抑止の仮説じ否定的な論調

にもかかわらず，そう埋解すべきではないことは，既に述べた通りである.

(125) なお，刑罰iの確実性・厳格性を表わす変数に，多少の問題があることについ

ては注 (101)で述べた通りである.

(126) この節での論述では，主として Nagin(1978: 111 et seq.)を参考にした.

(127) つまり，犯罪の測定の手がかりとしては基本的に次の 3つ，すなわち官憲，

加害者，被害者があり，それぞれが，統一犯罪報告書，被害者調査，自己申

告犯罪に対応しているのである (Gottfredsonand Gottfredson， 1980: 99). 

被害者調査はアメリカでは当初シカコ大学の全国枇論調査七ンタ-Na-

tional Opinion Research Centerが， 1972年以降，商務省の国勢調査部

Bureau of the Censusの協力のもとに法執行援助局が行っている (Gott-

fredson and Gottfredson， 1980: 103-104). しかしこの調査それ自体につ

いても，そこから落ちている犯罪がかなりあると考えられている (Blumstein

et al. (eds.)， 1978: 36). なお，アメリカにおける暗数調査については藤本

(1978 b: 8-10)に簡単な説明がある.

(128) Gottfredson and Gottfredson (1980: 103)では，犯罪の実数は統一犯罪報

告に報告された数倍に達するとされている.

(129) 特に，重大ではない犯罪については，記録の段階で，:r:J~ 図的あるいは非意図的

な歪みが非常に多い.その例として， Nagin (1978: 115 Table 2). 

(130) この種の推定では，犯罪の発生がポアッソン分布に従う，というような仮定

をおいて行うのであるが，詳しくは例えば Cohen(1978)参照
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Does Punishment Deter the Crime ?-Focusing 

on Economic Studies in America 

Yoshiyuki MATSUMURA* 

In Japan， there are very few empirical studies on general deter-

rence and there is almost no economic study of crime. In order to 

dev巴lop thes巴 studiesin Japan， this article introduces and evaluates 

general deterrence studies in America with particular focus on the 

economic approach. Firstly， the author explains how and why economic 

studies in the field of crime， and especially in that of g巴neraldeterrence， 

have developed vigorously in America. Three causes are pointed out: 

1. The U. S. Government mobilized economists in order to estab1ish 

the optimal crime control po1icy_ 2. Economics has come to deal not 

only with economic behavior in a strict sense but also with whatever 

behavior is regarded as a choice under uncertainty. This is the problem 

of so called “economic imperialism". 3. In terms of history of thought， 

both the notion of deterrence and that of the utility maximizer (Eco-

nomics is founded on the latter) can be traced back to utilitarianism 

in England， especially， Bentham's. 

Secondly， the author clarifies the concept of deterrence and other 
related concepts. Thirdly， before treating economic studies， the author 

refers to non-economic studies using aggregate data (i. e. Uniform Crime 

Reports; National Prisonor Statistics etc.)， that is， Gibbs (1969)， Tittle 

(1969)， Gray and Martin (1969)， Logan (1972)， Tittl巴 andRowe (1974) 

and so on. The author indicates their maior findings (generally， they 

confirm the deterrence hypoth巴sis)and their faults in terms of the data 

problem. 

(to be continued) 
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